























































































































































































































































































































　　　　　　　ge＝0．91，　r2．　・　　　　　　　　 　・ニ0，38，　’r2・　 　 　　　　　　 　　　 ニ0．30　　　　　　　　　　　　　誰ひ昭　　　　器磁多
　　　　　　　　r2・　・　　　＝＝0．76
　　　　　　　　器面
⑪式はR2が0．91と極めて高く、賃金変化率の変動が依然3つの独立変数により説明されることを表
す。従ってリプシーの第1仮説は支持される。他方第3仮説は否定される14）。では第2の仮説はどう
か。以下、各独立変数について個別に検討する。
　まず失業率と賃金の変化率との関係を以前と比較する（図6）。．ラィリップス曲線は1914年以降、
失業率3％以上でより上方に、3％未満でより下方に移動していると観察できる。つまり賃金は1914
年以降、上下方により粘着的となっているのである。また1914年以降のフィリップス曲線は第1象限
内に位置しており、高失業が賃金の上昇を鈍らせるものの、賃金水準を低下させはしないことを表し
ている。
　失業率の変化分と賃金変化率の関係で注目すべきは、係数dの符号が1914年以降正に変わっている
ことである。正のd値は失業率の低下がより低い賃金の変化と、失業率の上昇がより高い賃金の変化
と対応することを表している。つまり循環の向きは時計回りへと反転したのである。
　最後は物価上昇率と賃金変化率との関係である。（9）式と㊨式を比較すると、説明変数としての物価
　　　　　　　　　　図6　　　　　　　　　　　上昇率の重要性が1914年以降高まったことがわ
W　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　かる。これはr2の0．17から0．76への上昇、並
W
0
1－一一＿一＿」1と螢7
u
びに係数eの0．21から0．69への上昇により明ら
かである。5％の物価上昇はいまや、賃金を3．5
％も上昇させるのである。茸金が物価により感
応的となった結果、フィリップス曲線はよりシ
フトし易くなったと言えよう。
　各独立変数と賃金変化率との関係に以上の経
時的な内的変化を見い出したリプシーは、こう
して第2の仮説を否定するに至った。
　以上の分析から、1861－1913年のフィリップ
ス曲線の関係は1914年以降も概ね当てはまると
結論できよう。ただし、2つの期間を比較する
なら、変数間の内的変化は循環の方向だけでな
く、フィリップス曲線自体の位置と勾配をも変
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化させているのである。フィリップスの分析はこうした点を何ら語ってくれなかった。
　いまや、フィリップス曲線はフィリップスの仮説と矛盾なきものとなった。そして統計上の不備も
矯正された。我々はここで初めて、英国の賃金変化率の変動が失業率、失業率の変化分、そして物価
上昇率により説明可能との結論を得るのである。そして、失業率の変化分と物価上昇率を一定とする
ことで、賃金の変化と失業率との間の二律背反関係を確認するのである。しかし同時に、リプシーの
分析は我々が特定のフィリップス曲線に依拠できないことも教えてくれた。（8）式やOo）式はもはや物価
安定期のみならず、より広範な適用を可能とし、結果としてフィリップス曲線にシフトを許容するこ
ととなった。更に、変数間の内的変化は回帰方程式、従ってフィリップス曲線に絶えず変化を与えよ
う。然るにフィリップス曲線の安定性を保障するのは、物価安定期でさえ極めて困難となる。
　論理的矛盾と統計的不備を抱えていたフィリップス曲線は、ここで修正されたのである。
皿　循環経路
　我々は1において、賃金変化率と失業率との平均的関係であるフィリップス曲線と、現実的関係で
ある循環経路を区別する必要を知った。従って循環経路に対する考察は、2変数間の関係を知るうえ
で決して欠かしてはならない。
　循環経路はその存在がフィリップス曲線に隠れ、今日まで余り議論されてこなかった。このことが
人々の忘却を加速し、スタグフレーションの発生とともにフィリップス曲線を激しい批判の的とし
た。しかしながら幾人かの冷静な経済学者がこの経路を分析している。代表的分析はリプシー、ブレッ
クリング（F．Brechling）、ハンセン（B。　Hansen）、グロスマン（H。1．　Grossman）、バロー（R．　J．
Barro）等によりなされている15）。以下、最も詳細な分析を試みたグロスマンとバローを中心に、循
環経路が理論上いかに導出されう為のか考えてみる。
　1．．平均的関係
　循環経路の導出に先立ち、グロスマンとバローが賃金変化率と失業率との平均的関係、つまりフィ
リップス曲線をいかに考えているのか明らかにする。
　初めに、賃金変化率と労働の超過需要との関毎を次のよbに仮定する。
　　　　　房一・H　　　　　　　　　　　　……（・2）
実は、⑫式はπ種類の異質な労働市場の集計として表されており、n市場の平均賃金変化率が労働の
超過需要の加重平均Hに比例して変化することを表している16）。2は全市場共通とされる賃金の調整
速度で、0く2＜・。である。尚、Hは外生的に決定されると仮定し、賃金の変化からHへのフィード
バックは全て無視する。
　次に失業と労働の超過需要との関係を考える。ここで仮定するのは多数の異質な個別労働市場を統
括した際の構造的不均衡である。こうした不均衡のもと、集計した超過需要の加重平均値Hがゼロで
あっても、超過需要が負の個別市場が存在する限り、集計失業率は正となる。また、Hの増加は超過
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一307一
需要が負である個別市場の失業率を低下ざ母る一方ボそうした市場数も減少させる6従って集計的失
業Pt　UとHの関係は次のように表される⑳。”L・一　‘　’　　　　一．　　　　　　　’a
　　　　　U＝G（H）　　　　　　　．’L．㌔　t－　’tt．　　　tt　　　　．　，　　…　　　　．　　　　　　　　　・　　　　’．・・・…　（13）’冒・
　　一『1t　G’（H）＜o，　，G”（・El）＞O；U＊年0（0）＞0，　limG（H）＝Q．、　　　・
　　　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　　　　　H→co
　ここでHの外生的循環を与えると、：⑫式と㈲式とが失業と賃金変化率との同時的変化を作り出す。
’こゐ関係を表したのが⑯式である。「’，　　　　．　　　　．　　　　　　　　　　　　》　1‘
　　　　　講）㌦’㌦　　　．（1め
㈱まきしく1画上に正瞬を持嬬軸に融・紬減少蹴つ・、り晦罐灸
業率との平均的関係を表すフィリップス曲線なのである。
　2．．、反時計回りの循環　　．　s
　1で論じた奪業g）揮念とは労轡供鈴時間数と実際に雇用された労働時間数との差に基づいで～・た。
しかしながら、現実の失業率とは正の労働を供給する労働者数と雇用者数一tの差に基づ炉ているρ．こ
．の点に淳意し、ここでは雇用者黎ρ）漸進的調整との仮定を置く。つまり扉用の変化とは初め、既雇用
者の労働時間に現われる。1．そして新たな水準が琳続す筍と、労働時間の変化は徐々に雇用者数自体の
変化として現わ1れるということ；一“ある。　　　t．　　二．　　　　　　，
　＃記の仮定の喝と、現実の朱業率の分析には⑬求に代わり、次式を用いねばならない1『）。・
　　　　　δ一・｛G（H）－U｝，ただしo一碧・　．　　　・一（・5）・・：
⑮式でσは現実の失業率を表し、その調整は緩慢と潅るざ他方G（H）は各雇角者あ所定労働時間を一
定のまま、雇用者数自体を変化させた場合に想定可能な失業率で、需要の変化に無限大で調整する。
尚、γは全市場共通の雇用者数の調整速度で、0＜γ＜。。である。⑮式はσが常にσ（H）べ向かう傾
向を表している。「 ﾜたく『Uは増加時（0＞0）’G（H）をS回る二労、減少時（δ≧0）G（H）を上回る
こともわかる。　　　　　　　　　　　　　　　t’t1’i，／　tt’　”t　　　「t’
⑫及び㈱XHの外生的循麟え泌・蝶職飴変1端の麟計回癬を星拙
す。
　　　　　窪一・E（12）．・．　・一，｛G（H）－U，｝．・（・5）・一　　』’lr
　それではHの「谷」（thrbugh）から始まる4局面の循環経路を、図7を用いて観察b－i　g　g尚≧塗fあ
谷とは⑫式・り・房の谷で臨・｝3・当初σ1あ＞t」と仮是撫rれ嚇き1醸
意味する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　　　　・　・’　　　　．　　　　　　　　・tt’　．　’．　ノ　　〈第！局面、図7、点A→点B＞
　　　　　【　　　　　　　　　　L’t’　　　　　・命　　　　　・　　’　　：tt　t　’・　‘一
まずH珊（点A）から徐’1’　”c・＠paする・Hρ即砺を堺させr．同時に髄塗反応蛎す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一β◎8一
G（H）を低下させる。しかしG（H）〉σである限りσは
．　　　　　　　　　　　　fU正の値を維持する6従ってこの局面は宙の上昇と・σの逓
減的だが継翻増加を轍とする．。、リ’ Bプス鹸蕊
考えられなかった両指標の同時的上昇が、ここで観察され
るのである。
　　〈第2局面、点B→点C＞
　　　　　　　　　伽
　Hの増加が進むとアも一段と高くなる。また、低下史の
G（H）と逓減的増加を続けるUとが漸進的に接近する。
そしてσ＝G（H）」の時、循環経路は図中のブイリップス
．??
：0
図7．、
。／へ
＼くン
　A
曲線と交差し、ひぽピークに達する（点B）。Hの更な1る増加はUとG（H）の関係を逆転し〔U＞G
（H）〕、その㈱＜。とな。1従。て第・舳瑠の継雛昇とσの舳減少を作り出す．
　　〈第3局面、点C→点D＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　．、’
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　砂　　　　『
　Hは遂にピークに達し（点C）、その後減少し始める。同時に疲も点Cでピークに達し、その後低
下す・・：Hに合わせてG（H）の増加力：見られ・瓜σ〉°⑳との関麟佳持趣る限り・Uは逓
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　吻
減的にも低下し続ける。このよう，に、第3局面の特徴は匠の低下とσの減少となる。
　　〈第4局面、点D→点A＞　　　　　　　　　　　　　　　　．　　『　’
蝋少・勒阜一段と低下す・．、同時に・（H）と噛接近す・．－2・L・（　U－G（H）の
時・循麗路晒び・・リ・プ袖線と交差する魚P）・・の時σ鴫gは鱒り達牟る・や更
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　wなる減少は’U＜G（H）との関係をもたらす。その結果Uは正に変わる。つまり第4局面では再の低
下がUの逓増的増加と結びつく。以後、Hが谷に到達じ（点A）、再び第1局面に移行する。
　いまや、フィリップスの見い出した反時計回つの循環ぽ逡論的に導出された。以上の分析で明らか
なごとく、グnスマZとバローは雇用調整の緩慢さがσ≠G（H）従ってU≠0との関係をもたらす
結果、反時計回りの循環を作り出すと考える。そして、循環経路のフィリップス曲線からの乖離の程
度は濯用纏顧・とHの変化の大き、さに依存する．彼らの分榊労働の超過需要の変化蕨業率
に影響を及ぼすまでのラグを重視した点、ハンセンの延長線上にあるとも言える。
グ・スマ・とバ・一の分析はこれまで、賃鍛てヒを獺する3独立変御うち抑艇昇率を一定
とみなしてきte・・の点は回帰耀式（・）式を考慮するなら・・擁塚率の相対的重要性の低さゆ4・
1913年以前にはそれなりの正当塵を「持つ％一あろう。、しかしながら1914年以降、物価上昇率の重要性は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ド高まっている。然るに1時計回うあ循環を求める際には物価への考慮を欠かしてほならない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－309一
　3．時計回りの循環
　現実社会では賃金は労使間の長期契約で決定される。その際、労使双方は物価変動からの損失を最
小限に防ぐぺく、契約期間内の物価動向を睨み、交渉に臨む。従って賃金の決定において、期待の役
割が極めて重要となる。期待の重要性はフリードマン、ジェルプス、モーテンセソ等にも認識され、
フィリップス曲線の修正を促した。
グ・スマ・とバ・一も彼らの主張を受け肱先の㈱・期待物価上昇率（鍔を加え、a・式とし
た。
　　　　　距丑・（那　尚僻（辮ア　　　……（16）．
⑯式は現実社会をより的確に反映している。同時に、現実の物価上昇率に代わり期待値を用いたこと
で統計上の有効性を高めている。なぜなら現実の物価上昇率は失業率と無相関とは言い難く、賃金変
化の獺難として耀式ゆえるtlこは・余り適当でなかマたからである19’・
　⑯、⑬式が与えられると、賃金と失業の同時的変化は
　　　　　ひ一・｛攣！　　　　　（17）
との関係に従う・⑰式磁謬とtiの平均麟は鍔一定の9と、従来の・、リ。柚線・同
様である。しかしながら、期待の変化はいまや、フィリップス曲線を上、下方へとシフトさせ、無数
の短期曲線を生み出すのである。
　ここで、期待炉過去の物価動向に基づき決定されると仮定する。すなhち
　　　　　（纏棚　尚（縛）　　（・8）
となる。θは期待調整速度で、0＜θ＜。。【である。⑱式は姻待が現実の物価に向かって調整されるこ
とを意味する。’⑱、⑱式より、賃金変化率の動きは次式で定義される。・
，（あ一・（・H・a），尚（蕗）．4難誓　　（・9）
　差し当たり雇用の漸進的調整との仮定を捨象するが、以下4式は∬の外生的循環が与えられると、
再び4局面から成る循環経路を作り出す。ただしその方向は時計回りとなる。
　　　　　σ一G（u）　’（i’3）・　脚謬一・丑・（多ア（・6）
　　　　　（多アー・僻ア｝・（・8）・一㈱一・（・Hゆ（・9）
’では再びHの谷から始め、4局面を観察する（図8）。初期状態であるHの谷（H＝0）とは⑬式よ
・・σのピー・を意味す…た・当嬬く（多アと仮定する．すると㈱式からH〈・．・ag式から
一310一
図8
（fll）e＜・とな・・更に倉一・及びH＜・・燃・り・yl！
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　W?
　　を負にする。つまりHの谷では、σがピーク、そ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6％
して賃金変化率と期待物価上昇率は共に低下している
ことになる。
　　〈第1局面、図8、点A→点B＞
　Hが谷（点A）から徐々に回復する（H＞0）。その
結果Uは減少し始める。Hの回復は賃金に上昇圧力を
加え・・：．・aSi式が負、つ・・一多く・の限り、謬は逓
減的ながらも減少し続ける。従ってこの局面はσの低
　　砂
下と犀の逓減的減少を特徴とする。
　　〈第2局面、点B→点C→点D＞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　汐
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　H
2％
0
＼（｝）：6°／°
（翌P）≧・％
（2P）≦・％
肋増加力拗、σが一段、減少する．一一は・に接近す・．そして房一・嚇影は谷に
到達す。（、fi．　B　）o尚、点Bで燃H〈。であ。．　Hの更麟加は一多〉・とし、⑲式を正に変
え。．その結果膨が上昇し始め・．従。てσの繍減少は当局面覗の上昇・結びつく・
Hが一段と増加し腺等しくなると、影と（多ア蠣間的蒔しくな…の時。繍ゼ職
り、循環経路は1本の短期フィリップス曲線と接する（点C）。更にEが正に変わると、⑯式より
謬〉（群・の結果（雛上昇し始め・・尚・（多アの上昇は⑯式を畔を増力・させるため・循環
経路は点Cで接した短期曲線より急勾配で上昇する。ここで注意すべきは、仮りにHが正の値を維持
し続け、なら、その値がたとえ安定していても、謬は無限の上昇を示す・とであ・・鮪の上方修正
が賃金の加速的上昇を招くのである。
　　〈第3局面、点D→点E＞
　Hは遂にピークに達し（点D）、第3局面で減少し始める（Hく0）。またσは谷に到達後上昇し始
め・．Hの融齢・下方圧力を加え・・輩ア・撚上昇して紘影は逓減的ながらも上昇
し続け・．⑲式からも同様に、－Z＜・の限りillが上昇し続けると判断でき・・従・て当顯はσ
の上昇・劣の逓減的増加㈱とす・．・の局醜賃金の上昇分が酪・轍れ・なら・まさし
くスタグフレーションを発生させる。しかも反時計回りの場合と比較するなら、より高率の物価上昇
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一311一
を伴うのである。
　　〈第4局面、点E→点F→点A＞
　　　　　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
糠少が進むと・一多がθと等しくなり、・の時謬はピー・燵す・（点E雇して影も減少し
臨従・て第・舳肋継続的増加と膨の減少を特徴とする．
H硬に減少し瞭なると、謬と（多アは等しくな・．循環経路はこの時、以前・・高い期待
を持つ短期・・リ・プス曲線と接す・（点F）・H・1その後騨わると、鰐の低下が生じ、『循
環繍麟曲線・・急勾配で下落する．ここで鞭値をと㈱・なら、翫⑤式・・無限の低
下を示すことになる・より適切な経過は、Hが回復し第1局面に再び移行することである。
　いまや、時計回りの循環も導出された。期待が現実に向かって調整されること、つまり期待調整速
度θが正となることがft時計回りの循環を作らしめたのである。そして、この経路の平均曲纏からの
　　　　　乖離はIH／HIとθに依存する。
　では、循環の反転はい汐・なる理由で起きたのか。．両循環をもたらす条件、すなわち雇用調整速度γ
礁限大より小（反時計回？）並びに期待謹速度θが正（時計助）と’Of　2条件は、常に当てはま
るだろう。・グロスマンとパロ’・一は各須環をもたらす条件を
　　　　　・θ；麟謝）σ．㌦、．…　．　　一（・・）
　　　　　　　　　：　o
　　　　　　　尚ku＝－in．一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　置　　　　　伽と定義した20）。⑳式は3つの反転理由を示唆するる第1ぬγθの増加。第2は．IU＊一σ1値め増加。
第3はIUI値の減少である。すなわち雇用と期待の調整が迅速な程、あるいは循環の振幅と周期が
大きい程、循環は時計回りになり易いQである。グロスマンとバローはこのうち、γθ値の一方また
は双方の増加を1914年以降の反転理由と指摘した。しかしながら、循環の方向が固定するとの保障は
なく、反転もしくは再反転の可能性が常に存在しよう。
　尚、以上の分析で注意すべきは長期曲線の勾配である。長期の勾配にたとえ期待力噂入されても、
フリードマン等の主張と異なり、ここでは一定条件のもと依然右下がりとなりうる。この条件を先の
図・から求め・と、第1はu値・帯のピー・時爾酪時（綱において大きい。と、第2
vij・
は面値がUのピーク時（点A）より谷時（点D）において大きいこととなる。第1条件はH値が点B
で負、点Eで正なら成立する。他方第2条件はθ値がHの平均値の絶対値より十分小さいなら成立す
る。例えばHの平均がゼロの時、第2条件はθめ全有限値について成立する。第1条件もこの時、お
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そらく成立しよう。すると長期曲線は依然右下がりとなる21）。しかしながら、Hの平均がゼロから大
きく乖離する時、あるいはθが大きく上昇する時、循環経路は形状を変え、その結果短期ひいては長
期曲線の勾配を垂直、更には右上がりに変えてしまわぬとも限らない。従って、賃金の変化と失業と
の平均的短期、更には長期関係を常に二律背反的と考えるのは危険である。
　循環経路の分析は発見以来30年目の今日でも、遅々として進んでいない。30年間の議論は賃金の変
化率と失業率の平均的関係めみに偏り、現実的関係である循環経路を知らぬ間に片隅に追い遣ってし
まった。しかしながら、フィリップス曲線とは循環経路を平均化して初めて求められるのである。こ
のことを決して忘れてはならない。　一
結 語
　我々は本論文を通し、誕生後30年目を迎えたフィリップス曲線の再検討を試みた。初めに見い出し
たのは一般的解釈と異なる本来の姿である。その姿にぽ物価安定期という適用範囲の制限が明示され
ていた。また、フィリップス分析の論理曲矛盾と統計的不備も見い出された。更に賃金変化率と失業
率間の関係力窺実には、循環を生み出し、’その平均としてフィ，リップス曲線が導かれたことを知っ
た。　　　　L　　　　　…　　　　　∵
　論理的矛盾と統計的不備を解消し1フィリップス曲線の適用可能範囲を広げたのはリプシーであ
る。彼はフィリップ済の仮説を概ね宰持すうが、各変数間の関係に生じた内的変化が曲線の位置や勾
配を変えうることも明らかにした。他方、循環経路の分析も試みられた。，そこでは、雇用調整の緩慢
さが循環を反時計回りに、期待調整の存在がそれを時計回りに導いた。循環の分析は同時に、循環の
方向、更には循環の平均を表すラィリップス曲線の勾配が可変的とts　’Oうることを示嘆した。．
　最後に、以上の再検討結果を踏まえ、次の3点を特に強調する。第1はフィリップス曲線の持つ限
界である。フィリップスの選択した回帰方程式は自らの仮説と矛盾し、失業率という1独立変数しか
含んでいなかった。この論理的矛盾こそ曲線の適用範囲を狭めたのである。従っ七、賃金の動向を探
るには失業率の変化分そして物価上昇率という2独立変数を回帰式に加えるべきである。ただし、物
価上昇率が他独立変数と無相関でなければ、期待物価上昇率を代理変数とすべきである。
　第2は循環経路である。今日までの議論ほ茸金の変化と失業との平均的関係のみに偏っていた。と
ころがフィリップス曲線とは循環経路を平均化して初めて求められる。従って、この経路に対するよ
り活発な議論が望まれる。その結果、賃金の変化と失業との関係は常に二律背反的、といった盲目的
誤認識は改まるであろう。
　第3はフィツップス曲線の非安定性である。この性質は曲線のシフト、自然失業率の変化、そして
曲線の勾配の変化という3つの観点から確認できる。まずフィリップス曲線のシフトは、回帰方程式
に物価関連変数を加えるなら当然起こりうる。そして物価が賃金への影響力を高めれば、曲線のシフ
トは先に示したごと．く、よ、り容易となる。更に、期待を始め様々な要因が曲線をシフト．させている22）。
　自然失業率の変化も今日観察されている。自然失業率とは本来一定ではなく、労働市場の有効性等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一313一
等に依存し、時々刻々と変化している。その結果、フィリップス曲線の形状もまた変化せざるを得な
い23）o
　更に曲線の勾配も可変的である。この点はリプシーの分析でも明示された。自然失業率の上昇、賃
金の下方硬直化あるいは粘着化、第3次産業の成長等々、全て勾配に変化を与えている24）。また、循
環の変化が短期のみならず長期曲線の勾配を右下がりから垂直、更には右上がりへと変えうること
は、既に指摘した。こうした可能性は他の分析でも、実証面あるいは理論面から明らかにされてい
る25）。
　このように、フィリップス曲線とは決して安定的ではなく、時々刻々と変化を遂げている。従っ
て、特定の曲線を想定しての政策発動は極めて危険とならざるを得ない。
　以上3点を指摘し、本論文の帰結とする。
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